
別紙様式５

箟岳幹線用水路改修その他工事
電気工作物移転等工事補償金
契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局北上土地改良調査管理
事務所長　兼平　正樹

岩手県盛岡市
内丸7-25

令和7年6月6日

東北電力ネットワーク株
式会社用地部配電線路
移設契約センター
法人番号
7370001044201

宮城県仙台
市泉区八乙
女4-5-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -

岩手山麓農業水利事業導水路
撤去(その2)工事に係る電気通信
設備移転等補償金

分任支出負担行為担当官東北
農政局岩手山麓農業水利事業
所長　寺尾　和彦

岩手県滝沢市
篠木待場80

令和7年6月13日

東日本電信電話株式会
社宮城事業部
法人番号
8011101028104

岩手県盛岡
市中央通1-
2-2

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -

直轄農業水利施設放射性物質
対策事業ため池等放射性物質対
策技術検討支援業務委託

支出負担行為担当官東北農政
局長　菅家　秀人

宮城県仙台市
青葉区本町3-
3-1

令和7年6月23日

公益社団法人農業農村
工学会
法人番号
8010405010362

東京都港区
新橋5-34-4

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）

- - 13,167,000 - 公社 国認定 - 1 1 - -

東北農政局管内国営農業用ダム
技術検討等支援業務委託

支出負担行為担当官東北農政
局長　菅家　秀人

宮城県仙台市
青葉区本町3-
3-1

令和7年6月23日

一般財団法人日本水土
総合研究所
法人番号
5010405010373

東京都港区
虎ノ門1-21-
17

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）

- - 10,670,000 - - - - 1 0 - -

西部用水路改修(その7)工事電
気通信設備移転等工事費用補
償契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局北上土地改良調査管理
事務所長　兼平　正樹

岩手県盛岡市
内丸7-25

令和7年6月30日

東日本電信電話株式会
社宮城事業部
法人番号
8011101028104

岩手県盛岡
市中央通1-
2-2

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -
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